
 

初期消火器具設置費用の一部補助について 
 
１ 事業の趣旨 

  消防局では、自治会町内会が初期消火器具を設置・更新（器材全て又は一部）する費用の

一部を補助する事業を行っており、この度、補助金交付申請の受付を開始します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 申請要件 

  下記３つに当てはまる単一の自治会町内会が対象となります。 

(1)  地域に消火栓がある。 

(2)  家屋が密集し、火災が発生した場合に延焼拡大の恐れがある。 

(3)  定期的に訓練を実施できる。 

 

３ 申請方法 

 (1)  受付期間：令和７年４月１日（火）から９月 30日（火）まで 

 (2)  申請方法：申請書に必要事項を記入の上、青葉消防署に御提出をお願いいたします。 

 ※ 申請書は横浜市ウェブサイトからダウンロードまたは青葉消防署でお渡しします。 

 

                          「横浜市 初期消火器具」で検索 

 

４ 補助の対象経費 

 (1)  初期消火器具の新規設置又は器材全ての更新設置の場合 

(2)  消防用ホースなどの器材の一部更新や、既に自治会町内会が所有している初期消火箱へ

の新たな資機材（スタンドパイプや台車等）を追加する場合 

 整備内容 補助の対象経費 

① 
初期消火器具の新規設置又は器材

全ての更新設置の場合 

初期消火器具の整備に要する経費（税込金額）の

２/３に相当する額（上限 20万円/１件） 

② 初期消火器具の一部更新設置の場合 
初期消火器具の整備に要する経費（税込金額）の

２/３に相当する額（上限７万円/１件） 

    

５ お問合せ先 ※ 申請要件や書類等のお問い合わせは、お近くの消防署へ御連絡ください。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

青葉消防署 元石川消防出張所 鴨志田消防出張所 すすき野消防出張所 
(974-0119) (903-0119) (961-0119) (904-0119) 

荏田消防出張所 青葉台消防出張所 奈良消防出張所  
(913-0119) (989-0119) (963-0119)  

初期消火器具とは？ 
初期消火器具には、初期消火箱（固定式）とスタンドパイ

プ式初期消火器具（可搬式）の２種類があり、消防車が進入

できない道路狭隘地域等においても、市民の皆さまが消火栓

にホースを直接接続し、有効な初期消火活動を行うことがで

きる消火器具です。特にスタンドパイプ式初期消火器具は機

動性に優れ、容易に取り扱うことができます。 
初期消火箱（固定式） 

スタンドパイプ式 
初期消火器具(可搬式) 

区連会４月定例会説明資料 
令 和 ７ 年 ４ 月 21 日 
青葉消防署 総務･予防課 

お問合せ先 
担 当：青葉消防署 総務･予防課 予防係 

田中、川口 

電話＆FAX：045-974-0119 （内線）22、30 
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Q&A
Q.1 どのように活動を始めればよいですか

　まずは担当部署 （都市整備局地域交通推進課ま 

たは各区区政推進課） へご相談ください。 移動に 

関するお困りごと等についてお伺いするとともに、 

本事業の内容や活動の進め方、 地域の皆さまに担

っていただく役割などについてご説明いたします。

　実証運行段階は、 収支率を２年連続で達成出来 

なかった場合は、 実証運行を中止し、 地域、 運

行事業者、 横浜市の３者で取組の方向性について

協議を行います。

　本格運行段階は、 公共交通圏域外を含む場合、

運行経費の 50％ にあたる額が本事業における

補助の上限額となりますので、これを達成出来ない

場合は運行の継続が困難となります。 （地域、

交通事業者等が不足額を補う場合は継続可能）

Q.2 活動を進めていく中で、地域ではどの
         ようなことをする必要がありますか

Q.3 運行継続条件の収支率が達成できなかっ
         た場合はどうなりますか

　地域の皆さまが主体となって課題をしっかりと把

握し、 合意形成を図りながら活動を進めていくこと

が重要です。 具体的には、 移動動向アンケ―トの

配布 ・ 回収、 バス停留所候補地の周辺住民への

協力依頼、利用啓発活動等を担っていただきます。

「２導入までの流れ」 も併せてご確認ください。

Q.4 敬老パスは使えますか

2025 年４月発行

横浜市都市整備局地域交通推進課　〒231-0005　横浜市中区本町６－50－10

TEL ： 045-671-3800　FAX ： 045-663-3415

取組にあたっての留意点

８８８８

地域のもりあがり 持続可能な交通サービス

今ある公共交通を活かす安全安心な運行

　地域の皆さまが主体となって移動の課題を

しっかり把握し、 地域の総意として　　　　

　　　　　 の導入に向け取り組むことが必要

です。

　プロのドライバーであるバス ・ タクシー事業

者による運行を基本とします。

　地域で　　　　　　　を定着させるために

は、 多くの方々の 利用による運賃収入が必要

不可欠です。 運賃収入のほか、 地元企業等に

運行のサポーターとなってもらうことも考えられま

す。

　              は、 鉄道やバスを補完する

交通サービスです。 検討の際は、 周辺のバス

路線等と役割を分担することが必要です。

　令和７年 10 月より　　　　　　　 でも利用可能 

となります。敬老パスを提示することで半額程度の

割引運賃で乗車できます。

　あわせて、 福祉パス ・ 特別乗車券も利用でき、

提示することで無料で乗車できます。 誰にとっても

利用しやすい                        となるよう検討し

ましょう。



 

GREEN×EXPO 2027の機運醸成について【情報提供】 

 
  令和７年３月19日に実施した「GREEN×EXPO 2027 開催２年前記者発表会」において、公

益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会から、会場の主要施設である「政府出展」などの

展示計画を含む最新の会場計画のほか、Village出展、花・緑出展（企業・団体・個人、自

治体）、テーマ営業出店の内定者として、新たに145件が発表されました。 

  GREEN×EXPOの開催に向け、自治会町内会はじめ、市民の皆様と共に盛り上げていきたい

と考えておりますので、引き続きのご協力をお願いします。 
 
 

１ お願いしたいこと 

 【区連長】  ご承知おきください。 

 【地区連長】地区連合定例会等で情報提供をお願いします。 

 【単位会長】単位会長あて資料を送付します。定例会等で情報提供をお願いします。 
 
 

２ GREEN×EXPO 2027 開催２年前記者発表会について 

    添付の記者発表資料をご参照ください。 

 
  
   
 
 
 
 脱 炭 素 ・ G R E E N × E X P O 推 進 局 

G R E E N × E X P O 推 進 課  広 報 担 当 
電話 045-671-4627 /FAX 045-212-1223 
メール da-greenexpo@city.yokohama.lg.jp 

市 連 会 ４ 月 定 例 会 説 明 資 料 
令 和 ７ 年 ４ 月 1 0 日 
脱炭素・GREEN×EXPO 推進局 
G R E E N × E X P O 推 進 課 



報道関係者各位 

NEWS RELEASE 2025年3月19日 

公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会 

GREEN×EXPO 2027 開催まであと2年 

主要施設の展示内容など最新の会場計画を発表 

～会場を共創する出展内定者は377件に～ 

公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会（会長：十倉雅和、所在地：横浜市中区）は、

GREEN×EXPO 2027 (正式名称「２０２７年国際園芸博覧会」)の開催2年前である2025年3月19日（水）、

日本橋三井ホールにて記者発表会を実施しました。会場の主要施設である「政府出展」などの展示計画

を含む最新の会場計画のほか、Village出展、花・緑出展（企業・団体・個人、自治体）、テーマ営業出

店の内定者として、新たに145件を発表し、会場を共創する出展内定者（テーマ営業出店を含む）はあ

わせて377件となりました。 

空から見た GREEN×EXPO 2027 会場 



■GREEN×EXPO 2027の最新会場計画について

GREEN×EXPO 2027における会場計画のうち、主要な施設「テーマ館」「園芸文化展示」「政府出展」

の展示内容について、最新情報を公表しました。未知なる植物の力や日本の伝統的な自然観について、

見て、触れて、学んでいただける展示として準備を進めています。 

⚫ すべての生命はつながっている。植物を中心に。（テーマ館）

地球上のすべての生命のうち、重量で82％を占める植物。テーマ館では地球を支える命の根源であ

る植物の真の姿を、最新の映像技術と展示技術でお伝えします。また、東日本大震災の津波に耐えた

陸前高田市の「奇跡の一本松」の根も展示。復興を象徴する展示であり、植物が菌類と共生する土の

中の世界を最新の研究成果に基づきお伝えします。 

＜展示エリア＞ 

「奇跡の一本松」の根を展示。植物が菌類

と築く土の中のネットワークを紹介しま

す。 

⚫ 江戸時代を中心とした日本の園芸文化の神髄を表現（園芸文化展示）

日本人が自然とともに親しんできた園芸文化。江戸期には、日本の園芸文化は世界最高水準に発達し

ました。園芸文化展示では、江戸時代を中心とした日本の園芸文化の神髄を表現します。また屋外に

は、江戸時代の植木屋・花屋敷を再現。春分から始まり、晩春・初夏・盛夏・初秋と植物を入れ替え、

日本の園芸文化の水準の高さや自然観、季節感を体感いただけます。 



＜展示エリア＞ 

屋内展示では建築との調和を考慮した

展示空間を構成し、日本の園芸文化の

魅力等を発信。 

⚫ 日本の自然観を再考し、未来へ進む（政府出展）

政府出展が位置するのは、横浜市内を流れる和泉川の流頭部。この貴重な自然環境を引き継いでい

くため、流頭部の自然環境を読み解き、既存の樹木や在来の植物を活用し、屋外展示では美しい風

景としての「令和日本の庭」をつくりあげます。また、屋内展示ではプラネタリーバウンダリーと

いった地球規模の課題について、“みどり”で解決する可能性を体感・共感し、来場者が考え、ひと

りひとりが取り得る行動への一歩を提案します。

 ＜屋外展示＞ 

竹林や松林といった日本の里山の風景

を背景に、日本の雅を華やかに表現。 

＜屋内展示＞ 

農とみどりが調和した都市～農山漁村

の将来像を提示する。 

国土交通省・農林水産省提供 

国土交通省・農林水産省提供 



■「Village出展」及び「花・緑出展」の内定について

新たに「Village出展※1」に5件、「花・緑出展※2（企業・団体・個人）」に63件、そして「花・緑出展（自

治体）」に73件が内定しました。 

これにより、2024年10月1日（火）に発表された内定者とあわせて、 

「Village出展」に 13件、 

「花・緑出展」に360件、 

両出展への内定者は合計373件となりました。 

⚫ 「Village出展」第二次内定者（5件） （※五十音順）

・株式会社大林組

・清水建設株式会社

・住友林業株式会社

・東急グループ

・東日本電信電話株式会社

⚫ 「花・緑出展」第二次内定者 企業・団体・個人 （63件） 別紙一覧

⚫ 「花・緑出展」内定 自治体 （73件） 別紙一覧

※１ Village出展とは

市民や企業など多様な参加者が、コンセプトを共有しながら「幸せを創る明日の風景」を創り上げる共創事業

「Village」。その中核となる、カーボンニュートラルやネイチャー・ポジティブなど、新たなグリーン社会実現に

向けた企業による出展。 

※２ 花・緑出展とは

花と緑のプロフェッショナルが、ここでしか見られない庭園や花壇、生け花やフラワーアレンジメント、盆栽、新

品種・希少種など、多種多様な花・緑の作品を出展する、美と技術の競演。 

■「テーマ営業出店」の内定について

「テーマ営業出店※３」に4件が内定しました。 

⚫ 「テーマ営業出店」内定者 （4件）（※五十音順）

・JA グループ

・株式会社丸兆

・明治グループ

・山崎製パン株式会社



※3 テーマ営業出店とは

共創事業「Village」において、「幸せを創る明日の風景」の創出に資する、エシカル消費や食育などをテーマとし

た独自の飲食や物販等、企業・団体による出店。 



GREEN×EXPO 2027の会場空間を共創するパートナーは「Village出展」、「花・緑出展」、「テーマ営

業出店」をあわせて377件となり、多くの出展者のみなさまと一緒に魅力溢れる会場空間を準備して参

ります。 

※Village 出展、花・緑出展、テーマ営業出店の各内定者より個別リリースが発出されている場合がございます。

＜前列左から＞ 

株式会社大林組◆、住友林業株式会社◆、東日本電信電話

株式会社◆、株式会社 KT グループ◆、相鉄ホールディン

グス株式会社◆、大和ハウス工業株式会社◆、三菱国際園

芸博覧会総合委員会◆、JA グループ◇、明治グループ◇ 

＜後列左から＞ 

清水建設株式会社◆、東急グループ◆、鹿島建設株式会社

◆、三光ソフランホールディングス株式会社◆、竹中グル

ープ◆、東邦レオ株式会社◆、株式会社丸兆◇、 

山崎製パン株式会社◇ 

（企業・団体名のみ。敬称略。◆は Village 出展内定者、◇はテーマ営業出店

内定者。） 

Village 出展・テーマ営業出店内定者 

会場計画図ならびに Village 出展・テーマ営業出店の配置 



2 年前発表会に参加された出展内定者一同 

花・緑出展内定者 

＜前列左から＞ 

株式会社サカタのタネ、一般社団法人ジャパン・フラワ

ー＆コミュニケーションズ、一般社団法人 JFTD（花キュ

ーピット）、全国花みどり協会、玉川大学、一般社団法人

日本植木協会、一般社団法人日本造園建設業協会、公益

社団法人日本フラワーデザイナー協会、株式会社ハクサ

ン  

＜後列左から＞ 

福島県、千葉県、富山県、神戸市、福山市、高松市、 

熊本市 



■主催者挨拶

【十倉会長コメント】 

GREEN×EXPO の見どころの一つとなるテーマ館や園芸文化展

示、政府出展など、本博覧会の魅力の一端をご紹介する。皆様ぜ

ひ楽しみにしていただきたい。 

２年後、会場となる横浜・上瀬谷で、圧倒的な花と緑、魅力的な

空間を創出し、皆様をお迎えできるよう、協会一同、関係者の皆

様ととともに、引き続き着実に準備を進めていく。 

登壇者一覧 ※敬称略

・会長 十倉 雅和（日本経済団体連合会 会長） 

・副会長 山中 竹春（横浜市長）

・副会長 黒岩 祐治（神奈川県知事）

【山中市長コメント】 

GREEN×EXPOは、米軍から返還された土地の友好平和利用の

象徴であり、また、国内外から参加される多くの皆様と、気候

変動の課題を共有し、解決につなげるアクションを起こす場、

そしてそのアクションを世界へと発信していく場。 

一人一人の行動やライフスタイル、企業行動を変えていくきっ

かけとなるGREEN×EXPOを、ホストシティとして、皆様とと

もに大いに盛り上げていきたい。 

【黒岩知事コメント】 

開催期間中のみならず、機運醸成の段階から、多様な主体が積

極的に参加し、「みんなで盛り上げ、みんなで創り、みんなが参

加できる万博」をめざす。 

また、ミュージカルや庭園等の出展を通じ、県政の基本理念で

ある、いのち輝く「"Vibrant INOCHI"」の実現をめざしていく。 



本件に関するお問合せ先 

○GREEN×EXPO 2027に関すること

公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会  

【会場計画に関すること】 企画調整部調整課 担当：田中 Tel：045-307-2068 

【Village 出展・テーマ営業出店に関すること】 事業部事業企画課 担当：齋藤 Tel：045-307-2049 

【花・緑出展に関すること】出展部出展課  担当：丸山 Tel：045-307-2057 

○GREEN×EXPO 2027 PR事務局（株式会社プラチナム内） 担当：星野・河村・小野

MAIL：greenexpo2027_pr@vectorinc.co.jp 

TEL：03-5572-6072 FAX：03-5572-6075 

GREEN×EXPO 2027 開催概要 

名 称   ２０２７年国際園芸博覧会 

 (International Horticultural Expo 2027, Yokohama, Japan) 

正 式 略 称  GREEN×EXPO 2027 (グリーンエクスポニーゼロニーナナ) 

開 催 場 所  神奈川県横浜市 

開 催 期 間  2027年３月19日(金)～ 2027年９月26日(日) 

テ ー マ  幸せを創る明日の風景 ～Scenery of the Future for Happiness～  

博覧会区域  約100ha(内、会場区域80ha) 

ク ラ ス    A１(最上位) クラス(AIPH承認＋BIE認定)  

参 加 者 数  1500万人（有料来場者数：1,000万人以上） 

公式サイト  https://expo2027yokohama.or.jp/ 

公式マスコットキャラクター 

「トゥンクトゥンク」 

●「GREEN×EXPO 2027 開催 2 年前記者発表会」開催概要

【日時】2025 年 3 月 19 日（水）10 時 30 分～11 時 15 分 

【会場】日本橋三井ホール 

【登壇者】 

・２０２７年国際園芸博覧会協会 会長 十倉 雅和（日本経済団体連合会 会長）

・２０２７年国際園芸博覧会協会 副会長 山中 竹春（横浜市長）

・２０２７年国際園芸博覧会協会 副会長 黒岩 祐治（神奈川県知事）

・２０２７年国際園芸博覧会協会 推進戦略室長 脇坂 隆一

・Village 出展内定者 13 件 

・テーマ営業出店内定者   4 件

・花・緑出展内定者 16 件 

【内容】 

・オープニングアタック映像

・主催者挨拶

・GREEN×EXPO2027 紹介映像

・会場計画・出展関連情報発表

・内定者紹介・フォトセッション









 

 
 

新たな「横浜市地震防災戦略」について【情報提供】 
 

１ 趣旨 

本市では、令和６年能登半島地震の状況などを踏まえ、市の地震防災対策を

強化するため、「地震防災戦略」を刷新しました。 

12月に素案を公表し、市民意見募集を通じていただいたご意見（計 482件）

等を踏まえ、戦略をとりまとめることができましたので、意見募集等へのご協

力にお礼を申し上げるとともに、戦略の内容をご報告いたします。 

また、各区連会に危機管理室職員が伺い、戦略に関するご説明をさせていた

だきますので、ご理解・ご協力のほどお願いいたします。 

 

２ お願いしたいこと 

【区 連 長】ご承知おきください。 

【地区連長】地区連合定例会等で情報提供をお願いします。 

【単位会長】単位会長あて資料を送付します。定例会等で周知をお願いします。 

 

３ 地震防災戦略について 

(1) 戦略の位置付け・期間 

 〇 地震防災戦略とは、横浜市防災計画に基づき、大規模地震の被害軽減に

向けて市役所が取り組む行動計画（アクションプラン）です。 

 〇 戦略期間は令和７～15 年度とし、そのうち令和７～11 年度を「集中取

組期間」として各取組を推進していきます。 

 〇 戦略の推進にあたっては、自治会町内会や地域防災拠点運営委員会など、

地域の方々と意見を交わしながら、実効性のある取組を展開していきます。 

(2) 戦略の概要 

別紙のとおり 

(3) 戦略（冊子データ）及び市民意見募集の結果 

市ウェブサイト（下記ページ）に掲載しています。 

  URL：https://www.city.yokohama.lg.jp/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/data/bosaikeikaku/senryaku/ikenboshuu.html 

 

 

 

 

総務局危機管理室防災企画課 担当：阿武、田岡 

電   話 671-4096 

電子メール so-bousaikikaku@city.yokohama.lg.jp 

 

市連会４月定例会説明資料 
令 和 ７ 年 ４ 月 1 0 日 
総 務 局 防 災 企 画 課 













「令和７年度 横浜市総合防災訓練」の実施について 

 

令和７年度の「横浜市総合防災訓練」は、青葉区を会場として、市民や防災関係機関の

連携強化と地域防災力の向上を目的に、地域住民による初期消火訓練、防災関係機関等に

よる実動訓練、防災関連団体による展示・体験エリアによる防災啓発等を実施します。 

 
１ 実施日時 

令和７年９月 28 日（日） ９時 00 分  ～12 時     00 分（予定） 

 

２ 場所 

  谷本公園（横浜市青葉区下谷本町31番地10） 

 

３ 訓練参加数（含む見学者） 

約  60 機関 3,000 人（令和６年実績） 

 

４ 訓練内容 

（1）実動訓練 

ア 協定締結機関によるライフライン等の復旧訓練 

イ 警察・消防・自衛隊及び医療機関による捜索救助・消火訓練 

ウ 地域住民による初期消火訓練・避難訓練等 

（2）展示・体験エリア 

ア 協定締結機関等の防災グッズ等の展示 

イ 災害体験エリアによる防災啓発 

 

５ 今後の主なスケジュール     

４月 21日  区連会での訓練概要説明 

７月 22日  区連会での訓練ポスター掲示依頼（予定） 

８月下旬   市記者発表（予定） 

９月 28日  訓練当日  

     （※青葉区連合自治会長の皆様を来賓としてお招きする予定です。） 

 

 

区 連 会 説 明 資 料 

令和７年４月 21 日 

総 務 局 緊 急 対 策 課 



６ 昨年の訓練の様子 

地域訓練 緊急交通路確保訓練 

 

協定締結機関訓練 行政機関訓練 

展示体験エリア                 起震車による地震体験 

    

担当：総務局危機管理室緊急対策課 

   中村・佐島・福原  

T E L：671-2064 

Mail：so-kinkyu@city.yokohama.lg.jp 

 



戸籍氏名の振り仮名記載について【情報提供】 

 

１ 趣旨・概要 

  戸籍法の改正に伴って、行政手続きのデジタル化の推進等のために戸籍の氏名に振り仮

名が記載されるようになります。 

令和７年５月 26日時点（改正法の施行日）において本籍を置く市区町村から皆様（原則

として戸籍の筆頭者宛て）に振り仮名が記載された通知が発送されますので、届きましたら

内容の確認をお願いします。 

 

２ お願いしたいこと 

【区 連 長】ご承知おきください。 

【地区連長】地区連合定例会等で情報提供をお願いします。 

【単位会長】単位会長あて資料を送付します。定例会等で情報提供をお願いします。 
 

３ 今後の流れ 

(1) 令和７年５月 26 日から夏頃まで 

 各ご家庭に、戸籍に記載する予定の振り仮名がハガキで届きます。このハガキは同一戸        

籍にいる方全員分（１通に４名まで）の振り仮名が記載されており、戸籍内で住所が別の

方がいる場合は、同内容のハガキがそれぞれの住所あて郵送されます。 

                   

 【通知ハガキ 表面のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪裏面もあります。≫ 

市連会４月定例会説明資料 
令 和 ７ 年 ４ 月 1 0 日 
市民局窓口サービス課 



 

（2） ハガキが届いてから令和８年５月 25日まで 

  ア 振り仮名が正しい場合 

    手続きは必要ありません。この場合、令和８年５月 26日以降に自動で戸籍に振り仮

名が記載されます。 

 

  イ 振り仮名に誤りがある場合 

  振り仮名の届出が必要です。 

※オンライン（マイナンバーカード利用）や郵送で届出可能です。詳細はお届けする

ハガキをご確認ください。 

【届出期間】令和７年５月 26日～令和８年５月 25日の１年間 

 

（3） 令和８年５月 26 日以降 

   すべての戸籍に振り仮名が記載されます。この日以前に、振り仮名の届出をされた方

については、届出された時点で戸籍に振り仮名が記載されます。なお、戸籍に振り仮名が

記載されると、本籍地の市区町村から住所地市区町村へ通知がなされ、自動的に皆様の

住民票の氏名の振り仮名も記載されます。 

 

４ コールセンターについて 

  戸籍の氏名に振り仮名が記載されることは、全国一斉に開始されます。 

 令和 7年５月 26日以降に国のコールセンターが開設されますので、ご不明点がございまし

たらお問合せください。 

  また、通知ハガキに関するお問合わせ等について、本市においても専用のコールセンタ

ーを開設します。電話番号等の詳細は、通知ハガキに記載するとともに本市ホームページ

に掲載する等してお知らせする予定です。 

 

横浜市振り仮名の WEBページ 

２次元コード→ 

市民局窓口サービス課 
担当 中澤、指宿 
電話 045-671-2176 /FAX 045-664-5295 
メール sh-madoguchi@city.yokohama.lg.jp 





 

 

敬老パスの新たな取組について【事業説明】 

 

１ 事業の趣旨 

  敬老特別乗車証（以下：敬老パス）は、高齢者の社会参加を支援することを目的に、市内

にお住まいの 70 歳以上の希望される方に、所得等に応じた負担金をお支払いいただき交

付しています。 

このたび、敬老パスに関する新たな取組を開始しますのでお知らせしますとともに、周知

にご協力をお願いします。 

 

２ お願いしたいこと 

【区 連 長】ご承知おきください。 

【地区連長】地区連合定例会等で周知をお願いします。 

【単位会長】チラシ（Ａ４両面の表面）について掲示板への掲出をお願いします。 

掲示期間：令和７年９月 30日まで 

※貼替を希望の場合には、その旨区の高齢・障害支援課あてにご連絡ください。 

 

３ 新たな取組の概要 

(1) 75 歳以上で運転免許証を自主返納した人に、敬老パスを３年間無料で交付します 

免許証返納後の外出をお支えするため、令和７年４月１日以降に 75 歳以上になって 

から運転免許証を自主返納し、敬老パスを申請した方に、令和７年 10 月１日以降、敬老

パスを３年間無料で交付します。 

※申請には、警察署等で免許証返納時に交付される、「申請による運転免許の取消通知書」

が必要です。 

(2) 敬老パスの対象交通機関が増えます 

10 月１日より、地域の身近な公共交通として、一部の地域で運行しているワゴン型バ

スなどが、敬老パスの提示により、半額程度で利用できるようになります。 

【利用できる交通機関】※今後拡大する予定 

   ・四季めぐり号（旭区） 

   ・こすずめ号（戸塚区） 

   ・Ｅバス（泉区） 

（運行地域にお住まいの皆様には今後改めて周知する予定です。） 

 

４ 敬老パスに関するお問合せ先 

  敬老パス問合せダイヤル 

・電話番号： 0120-206-160 

・受付時間： 毎日８時から 19 時まで 

（休止期間：令和７年４月１日から４月６日、令和７年 12 月 29 日から令和８年１月３日） 
 

市 連 会 ４ 月 定 例 会 説 明 資 料 

令 和 ７ 年 ４ 月 1 0 日 

健 康 福 祉 局 高 齢 健 康 福 祉 課 

健康福祉局高齢健康福祉課 
担当 正木、長嶋 
電話 045-671-2406/FAX 045-550-3613 
メール kf-koreikenko@city.yokohama.lg.jp 







 

自治会町内会館整備について【事業説明】 

 
１ 事業の趣旨 

  令和８年度に自治会町内会館の新築・増築・耐震補強工事・修繕（いずれも補助対象経費

100万円以上）を行うご意向がある自治会町内会より、令和８年度予算編成に向けた事前申

出を募集します。なお、予算には上限がありますので、予算の範囲内で対象となる自治会町

内会を決定する予定です。 

※公園集会所の整備を予定している団体についても同様の申出をお願いします。 
  

２ お願いしたいこと 

【区連長 】ご承知おきください。 

【地区連長】地区連合定例会等で単位会長の皆様に情報提供をお願いします。 

 ご意向がある場合、区役所に必要書類をご提出してください。 

（地区連合町内会館も対象となります） 

【単位会長】単位会長あて資料を送付します。定例会等で情報提供の上、ご検討ください。 

      ご意向がある場合、区役所に必要書類をご提出してください。 

 

３ 制度について 

 （１）制度概要 

別添のパンフレット『自治会町内会館整備のための補助制度等のご案内』をご参照く

ださい。制度の詳細は、横浜市ホームページにも掲載しております。以下の二次元バー

コードよりアクセスください。 

 

 

 （２）整備の種類、補助率、補助限度額 

整備の種類 補助率 補助限度額 

新築・購入 2分の 1 125,000円/㎡ かつ 1,500万円 

 

特殊基礎 

工事費 
2分の 1 300万円 

ｴ ﾚ ﾍ ﾞ ｰ ﾀ ｰ 

設置工事費 
2分の 1 300万円 

増築 2分の 1 630万円 

耐震補強工事 2分の 1 380万円 

修繕 2分の 1 250万円 

市連会４月定例会説明資料 
令 和 ７ 年 ４ 月 1 0 日 
市 民 局 地 域 活 動 推 進 課 

裏面あり 



４ 今後のスケジュール 

・区役所へのお申し出及び書類提出の締切は、令和７年７月７日（月）です。 
必要な書類等については、区役所地域振興課へお問い合わせください。 
（内容を審査した上、予算編成の際、基礎データとします） 

・令和８年度の予算が確定し、補助申請を受け付ける自治会町内会が決定されるのは、 
令和８年３月末頃の予定です。 

 
５ 事前申出の提出 

【申込方法】各区役所地域振興課へ必要書類を提出 

      必要書類については、区役所地域振興課へお問い合わせください。 

  【申込期限】令和７年７月７日（月） 

 

６ その他 

(1)風水害等の自然災害により緊急で修繕が必要になった場合には、事前申出の有無に関わ

らず、各区役所地域振興課へご相談ください（り災の証明等、別途要件があります）。 

(2)公園集会所の整備の場合は、区役所へお申し出をいただく前に、みどり環境局公園緑地

管理課及び土木事務所と調整が必要になります。 

(3)自治会町内会館脱炭素化推進事業補助金（LED 照明器具や省エネエアコンなどの整備導

入における補助制度）とは別事業になります。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 

市民局地域活動推進課 
担当 栗田、石栗 
電話045-671-2317 /FAX 045-664-0734 
メール sh-jichikai@city.yokohama.jp 



 

 

 

自治会町内会活動や共助による減災に向けた取組の拠点となる、自治会町内会館の整備に対

する補助制度や融資制度の概要について、ご案内します。自治会町内会館脱炭素化推進事業補

助金とは異なる制度ですのでご注意ください。 
   

 補助制度について           ＜お問い合わせ先：区役所地域振興課＞ 
  
１ 補助対象 

  次の全ての項目に該当するときに、自治会町内会館の整備に対する補助を利用することが 

できます。ただし、この補助制度で補助を受けた自治会町内会は、補助を受けてから５年間 

は、特別な理由がある場合を除き、補助申請することはできません。（修繕を除く） 
   
 (1) 自治会町内会が所有、整備、運営及び利用する施設である 

 (2) 地域住民の福祉向上、連帯の増進に寄与する施設である 

 (3) 会議及び集会に必要な施設を備えている 

 (4) 建築基準法その他の法令に適合している 

 (5) 会館の整備に対して、総会の議決等による自治会町内会の意思決定がある 

 (6) 会館の利用規約等が整備されている 

 (7) 補助を受けた会館が他にない 

 (8) 会館整備費補助要綱に定める業者数以上の市内事業者(※１)による入札又は見積合わせ

で最も安価な金額を提示した事業者を選定している（事業者は建設業の許可が必要です。

(※２)） 

(9) 補助対象経費が 100 万円以上の整備である 
 

※１ 市内事業者とは、市内に本社がある事業者です。店舗や事務所等だけが市内にあっても 

該当しませんので、ご注意ください。 

具体的には、次のいずれかに該当する事業者です。 
 

◎ 横浜市一般競争入札有資格者名簿における所在地区分が市内である者 

◎ 登記簿の本店（又は主たる事務所）の所在地が市内で登記している者 

◎ 主たる営業の拠点が市内である個人事業者及び登記していない団体 
 
   ※２ 申請時に、建設業の許可通知書の写しの提出が必要です。 
 
２ 補助内容 

整備の種類 補助率 補助限度額 内 容 

新築・購入 2分の 1 1㎡当たり

125,000円 

かつ 

1,500万円 

新たに建物を建設し、又は現在の建物の 

全部を撤去して新たに建物を建築すること 

 

 特殊基礎工事費 2分の 1  300万円 地盤・敷地条件により施工する特殊な基礎工事 

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設置工事費 2分の 1  300万円 エレベーター設置に伴う工事費 

増築 2分の 1  630万円 既にある建物の床面積を増加させる工事 

耐震補強工事 2分の 1  380万円 耐震診断（※）に基づいて行う工事 

（※）会館整備費補助要綱に基づいた耐震診断 

修繕 2分の 1  250万円 既にある建物の部分に対して、機能の維持向上、模

様替え等のために行う工事（機器及び器具の購入

のみは含まない） 

※風水害等の自然災害により緊急で修繕が必要になった 

場合は、各区役所地域振興課へご相談ください。 

自治会町内会館整備のための補助制度等のご案内 令和７年４月 

                        

 



 

〇新築等で特殊基礎工事を施工する場合、補助限度額とは別に、300万円を限度に特殊基礎工事に要する

経費の２分の１を補助します。なお、特殊基礎工事については地質データなどによる審査を行います。 

〇新築、増築、修繕で外構工事を施行する場合に、整備の種類ごとの補助限度額内で、100万円を限度

に外構工事に要する経費の 2分の 1を補助します。（新築・購入の場合、1㎡当たりの補助限度額とは

別に補助します。） 

〇新築、耐震補強工事及び 250万円を超える増築については、審査委員会による整備費用の内容審査を

行います。 

（自治会町内会が整備する公園集会所について補助を受けるには、別途要件があります。詳細は各区役所

地域振興課にお問合せください。） 

 
３ 申請手続 

会館整備の計画については、お早めにご相談ください。 

会館整備に関する相談先及び申請書の提出先は、各区役所地域振興課です。 
 
(1) 整備予定時期の前年度の夏頃までに、事前の申出が必要です。令和８年度の会館整備に

ついては、令和７年７月７日（月）までに、各区役所地域振興課に事前の申出をお願いしま

す。 

   横浜市の予算確定後、整備年度になりましたら補助申請を行い、必ずその年度内に工事

完了検査を受けていただきます。 

 (2) 補助申請は、会の総意を証する総会の議事録・工事設計書等の必要書類を添付し、工事 

請負契約前又は売買契約締結前に、自治会町内会の代表者の方が手続きを行ってください。 

 (3) 申請された内容について審査し、補助決定を行います。 

なお、補助申請時に申請された内容に含まれていない費用については、原則として補助

の対象となりません。補助申請後にやむをえず工事内容に変更が生じた場合は、必ず変更
部分の工事の着工前にご相談ください。 

※変更部分の費用については、補助の対象とならない場合があります。 
 
４ 補助金の支払い 

工事完了後、現地にて立会い検査（完了検査）を行います。その完了検査結果に基づき所

定の手続きを行い、工事請負業者への代金支払い後、補助金の支払いを行います。 
なお、工事請負業者への支払いよりも前に補助金を受領する必要がある場合には、前金払

いを選択することができます。交付申請の際にお申し出ください。 

 

５ その他 
 (1) 区分所有者が管理する集会施設の整備 

自治会町内会と区分所有者の団体の構成員がほぼ同じであり、かつ、自治会町内会が使

用する施設で、自治会町内会が整備費を負担する場合に限り補助対象とします。 

 (2) 他の自治会町内会と合同で整備する場合は、新築・購入の場合に限り、それぞれの団体

に補助限度額を適用します。 

 (3) 土地付き建物の購入は、建物部分の費用のみが補助対象となります。 

 (4) 自然災害等による緊急修繕には一定の要件がありますので、必ずご相談ください。この
場合、整備予定時期の前年度７月頃までに求めている、事前の申出は不要です。 

 

６ 補助金の返還 
次のようなときは、補助金を返還していただきます。 

 (1) 詐欺その他不正な手続きにより補助金を受けたとき 

 (2) 補助金交付の条件に違反したとき 

 (3) 補助金を受け、整備した建物を第三者に貸与、譲渡、交換または担保に供しようとするとき 

(4) 補助金を受け、整備した建物を会館整備費補助要綱で定める「財産の処分制限期間（※注）」 

  内に処分（解体等）するとき 

 (5) その他補助要綱に違反したとき 



 

 

※注 会館整備費補助要綱で定める財産の処分制限期間は次のとおりです。 

◎ 整備内容が新築、購入、増築及び耐震補強工事のもの 
ア 鉄筋コンクリート造の場合・・・50年   
イ 鉄骨造の場合・・・・・・・・・30年 
ウ 木造の場合・・・・・・・・・・24年 

◎ 整備内容が修繕のもの・・・・・・・建物の構造に関係なく 10年 
 

 

 融資制度について         ＜お問い合わせ先：お近くの取扱金融機関＞ 

横浜市との協定に基づき民間金融機関が融資を実施します。なお、申込にあたっては総会

の議決が必要な書類もありますので、融資の利用を計画される場合は、融資内容・申込手続

等の詳細について、お早めにこの融資を取り扱っている金融機関にご相談ください。 

 

１ 融資を実施する金融機関（取扱金融機関） 

  株式会社横浜銀行、横浜信用金庫、株式会社神奈川銀行 

  ※公園集会所の整備に係る融資を実施するのは、横浜信用金庫と株式会社神奈川銀行です。 

   公園集会所の場合、購入は除きます。 

  ※横浜市の会館整備費補助要綱に基づく補助の決定を受けた会館が対象となり、 

返済期間は 10年以内です。 

 

２ 申込資格 

融資を受けようとする自治会町内会は、次の要件を満たすことが必要です。 

 (1) 法人格を有する自治会町内会であること（下記「自治会町内会の法人化」参照） 

 (2) 自治会町内会が償還金及び利子の支払い能力があること 

 

３ 融資対象の除外 

  他の金融機関からの借換えを目的とするもの 

 

４ 申込人 

法人化した自治会町内会の代表者が、取扱金融機関に対して行います。 

なお、融資の申込は、自治会町内会が会館に対する市の補助決定を受けた後に行います。 

 

５ 連帯保証人・担保  

 (1)  原則、自治会町内会の代表者１人を連帯保証人とします。ただし、代表者以外の役員等

の自発的な意思に基づく申し出がある場合は、この限りでありません。 

(2) 担保は不要です。 

 

※整備の種類により、融資限度額が異なりますので、詳細は金融機関にお問合せください。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 自治会町内会の法人化         ＜お問い合わせ先：区役所地域振興課＞ 

自治会町内会館の不動産登記は、団体名義ではなく、役員の個人名などで登記することに

なります。 

団体名義で不動産登記するには自治会町内会の法人化（法人格の取得）が必要です。法人

化には、会の規約や構成員名簿の作成など地方自治法に基づく手続が必要ですので、事前に

ご相談ください。 

 

 会館用地について           ＜お問い合わせ先：区役所地域振興課＞ 

横浜市では、利用計画がないなどの一定の要件に該当する市有地を、会館を所有していない 

自治会町内会に有償で貸付を行っています。 

貸付を希望される場合は、総会の議決等による自治会町内会の意思決定の書類・建設計画・ 

資金計画の概要などを提出していただき、貸付の適否を判断します。 

 民有地・市有地にも適地がない場合、公園面積が 5,000㎡以上であることなど、一定の条件

のもとで公園内に「公園集会所」として設置が認められることがあります。 

 

 区役所地域振興課 連絡先一覧 
 

区役所 電話番号 区役所 電話番号 

鶴見区地域振興課 ５１０－１６８７ 金沢区地域振興課 ７８８－７８０１ 

神奈川区地域振興課 ４１１－７０８６ 港北区地域振興課 ５４０－２２３４ 

西区地域振興課 ３２０－８３８６ 緑区地域振興課 ９３０－２２３２ 

中区地域振興課 ２２４－８１３１ 青葉区地域振興課 ９７８－２２９１ 

南区地域振興課 ３４１－１２３５ 都筑区地域振興課 ９４８－２２３１ 

港南区地域振興課 ８４７－８３９１ 戸塚区地域振興課 ８６６－８４１２ 

保土ケ谷区地域振興課 ３３４－６３０２ 栄区地域振興課 ８９４－８３９１ 

旭区地域振興課 ９５４－６０９１ 泉区地域振興課 ８００－２３９１ 

磯子区地域振興課 ７５０－２３９１ 瀬谷区地域振興課 ３６７－５６９１ 
 

 横浜市市民局地域活動推進課 
０４５－６７１－２３１７ 

 
 

 

 横浜市ホームページでもご案内しています。 
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